
都道府県 市区町村
制度の根

拠
根拠条例・要綱等の名称 名称（導入年月日）

【申請するための要件】
①住民登録があること（転入予定可）
②20歳以上であること（成人であること）
③独身（他者とのパートナーシップがない）
④近親者でないこと
⑤住民基本台帳の性別が同性
⑥その他

登録証や証明書により可能な行政手続き

福岡県 福岡市 要綱
福岡市パートナーシップの宣誓の取扱いに関
する要綱

福岡市パートナーシップ宣誓制度
（2018.4.1）

①、②、③、④
・市営住宅の入居（家族扱い）
・セーフティーネット住宅入居支援事業
・市立墓所の利用者募集

福岡県 北九州市 要綱
北九州市パートナーシップ宣誓の取扱いに関
する要綱

北九州市パートナーシップ宣誓制度
（2019.7.1）

①、②、③、④
・市営住宅の入居（家族扱い）
・市職員の結婚祝金支給、結婚・介護休暇制度の適
用（配偶者と同様）

長崎県 長崎市 要綱
長崎市パートナーシップの宣誓の取扱いに関
する要綱

長崎市パートナーシップ宣誓制度
（2019.9.2）

①、②、③、④

・市営住宅の入居（家族扱い）
・教職員住宅の申込
・軽自動車税の減免（障がい者）
・保育所入所申込
・母子手帳交付

佐賀県 ― 要綱 令和3年8月中導入予定
【検討中】
・市営住宅の入居
・病院（好生館）での家族同等の取扱い

熊本県 熊本市 要綱
熊本市パートナーシップの宣誓の取扱いに関
する要綱

熊本市パートナーシップ宣誓制度
（2019.4.1）

①、②、③、④
・市営住宅の入居資格
・婚姻や出産時の記念樹の配付

大分県 大分市 導入を検討中（導入時期未定）

宮崎県 宮崎市 要綱 宮崎市パートナーシップ宣誓制度実施要綱
宮崎市パートナーシップ宣誓制度
（2019.6.10）

①、②、③、④ ・市営住宅の入居（家族扱い）

鹿児島県 鹿児島市 要綱
鹿児島市パートナーシップの宣誓制度の取り
扱いに関する要綱

鹿児島市パートナーシップ宣誓制度
（2021年度早期）

①、②、③、④
【検討中】
・市営住宅の入居（夫婦扱い）
・市電、市バス運賃割引で家族扱い

沖縄県 那覇市 要綱
那覇市パートナーシップ登録の取扱いに関す
る要綱

那覇市パートナーシップ登録
（2016.7.8）

①、②、③、④ ・市営住宅の入居（家族扱い）

東京都 渋谷区 条例
渋谷区男女平等及び多様性を尊重する社会を
推進する条例（申請手続きは条例施行規則で
定める）

渋谷区パートナーシップ証明
（2015.11.5）

①、②、③、④、⑤ ・市営住宅の入居（家族扱い）

東京都 豊島区 条例
豊島区男女共同参画推進条例（手続きは規則
で定める）

豊島区パートナーシップ制度
（2019.4.1）

①、②、③、④ ・市営住宅の入居（夫婦扱い）

三重県 いなべ市 条例
いなべ市性の多様性を認め合う社会を実現す
るための条例
（必要事項は規則）

いなべ市パートナーシップ宣誓制度
（2020.7.1）

①、②、③、④ 特に記載なし
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